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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

1 有形固定資産

土地 8,395,300

建物 13,418,989

減価償却累計額 △ 800,334 12,618,654

構築物 830,697

減価償却累計額 △ 67,586 763,111

工具器具備品 670,561

減価償却累計額 △ 155,926 514,634

図書 1,294,041

美術品・収蔵品 1,771

車両運搬具 3,564

減価償却累計額 △ 712 2,851

有形固定資産合計 23,590,365

2 無形固定資産

ソフトウェア 55,882

電話加入権 176

特許権仮勘定 2,767

無形固定資産合計 58,826

3 投資その他の資産

長期前払費用 125

預託金 107

その他 892

投資その他の資産合計 1,126

固定資産合計 23,650,318

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 1,524,649

未収学生納付金収入 625

たな卸資産 1,503

未成研究支出金 26,471

未収入金 35,495

前払費用 2,580

その他 27

流動資産合計 1,591,353

資産合計 25,241,671

貸 借 対 照 表
（平成20年３月31日現在）
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負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 168,088

資産見返補助金等 34,288

資産見返寄附金 42,392

資産見返物品受贈額 2,402,896

特許権仮勘定見返運営費交付金等 2,741

特許権仮勘定見返寄附金 26 2,650,433

長期リース債務 2,244

固定負債合計 2,652,677

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 152,246

寄附金債務 209,874

前受受託研究費等 38,701

未払金 890,163

未払消費税等 8,719

短期リース債務 695

前受金 38,055

預り科学研究費補助金等 4,879

預り金 52,415

賞与引当金 985

流動負債合計 1,396,735

負債合計 4,049,413

資本の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金 21,763,289

資本金合計 21,763,289

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 31,947

損益外減価償却累計額 △ 800,184

資本剰余金合計 △ 768,236

Ⅲ 利益剰余金

当期未処分利益 197,206

（ うち当期総利益 197,206 ）

利益剰余金合計 197,206

資本合計 21,192,258

負債資本合計 25,241,671
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（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 530,383

研究経費 913,607

教育研究支援経費 247,790

受託研究費等 333,681

受託事業費等 9,264

役員人件費 66,197

教員人件費 3,787,402

職員人件費 770,014 6,658,342

一般管理費 889,142

財務費用

支払利息 71 71

雑損 0

経常費用合計 7,547,556

経常収益

運営費交付金収益 4,944,753

授業料収益 1,483,168

入学金収益 213,092

検定料収益 66,486

受託研究等収益

国又は地方公共団体からの受託研究等収益 32,671

その他の団体からの受託研究等収益 301,010 333,681

受託事業等収益

国又は地方公共団体からの受託事業等収益 9,264 9,264

補助金等収益 165,938

寄附金収益 138,644

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 2,818

資産見返補助金等戻入 2,073

資産見返寄附金戻入 4,669

資産見返物品受贈額戻入 219,329 228,890

雑益

研究関連収入 93,563

財産貸付料収益 42,314

公開講座等開催収益 5,745

文献複写料収益 2,382

センター試験経費収益 7,475

その他 8,392 159,874

損益計算書
（平成19年４月１日～平成20年３月31日）
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経常収益合計 7,743,795

経常利益 196,238

臨時損失

消耗品費（譲与） 394,666

その他臨時損失 355 395,022

臨時利益

物品受贈益（譲与） 394,666

その他臨時利益 1,323 395,989

当期純利益 197,206

当期総利益 197,206
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品またはサービスの購入による支出 △ 1,602,108

人件費支出 △ 4,243,941

その他の業務支出 △ 643,686

運営費交付金収入 5,097,000

授業料収入 1,606,303

入学金収入 213,092

検定料収入 66,486

受託研究等収入 388,335

受託事業等収入 9,264

預り金収入 26,255

補助金等収入 202,300

寄附金収入 333,399

その他の収入 196,604

預り科学研究費補助金等の増額 4,879

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,654,186

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 123,877

無形固定資産の取得による支出 △ 3,949

投資その他の資産の取得による支出 △ 1,414

投資その他の資産の減少による収入 396

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 128,845

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 624

小計 △ 624

利息の支払額 △ 66

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 690

Ⅳ 資金に係る換算差額 -

Ⅴ 資金増加額 1,524,649

Ⅵ 資金期首残高 -

Ⅶ 資金期末残高 1,524,649

キャッシュ・フロー計算書
（平成19年４月１日～平成20年３月31日）
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利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 197,206,331

当期総利益 197,206,331

Ⅱ 利益処分額

積立金 0

地方独立行政法人法第40条第３項により

設立団体の長の承認を受けた額

教育・研究の質の向上及び組織運営の

改善目的積立金 197,206,331 197,206,331 197,206,331
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（単位：千円）

Ⅰ 　業務費用

(1)  損益計算書上の費用

業務費 6,658,342

一般管理費 889,142

財務費用 71

雑損 0

臨時損失 395,022 7,942,578

(2)  （控除）自己収入等

授業料収益 △ 1,483,168

入学金収益 △ 213,092

検定料収益 △ 66,486

受託研究等収益 △ 333,681

受託事業等収益 △ 9,264

寄附金収益 △ 138,644

資産見返運営費交付金等戻入（授業料分） △ 2,818

資産見返寄附金戻入 △ 4,669

雑益 △ 66,311

その他臨時利益 △ 1,323 △ 2,319,460

業務費用合計 5,623,118

Ⅱ 　損益外減価償却相当額 800,184

Ⅲ 　引当外退職給付増加見積額 △ 63,243

Ⅳ 　機会費用

国又は地方公共団体財産の
無償又は減額された使用料
による貸借取引の機会費用 27,692

地方公共団体出資の機会費用 272,596 300,289

Ⅴ 　（控除）設立団体納付額 -

Ⅵ 　行政サービス実施コスト 6,660,348

　　　　行政サービス実施コスト計算書
　　　　　　（平成19年４月１日～平成20年３月31日）
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Ⅰ 重要な会計方針 
 

１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

  期間進行基準を採用しています。 

  なお、退職一時金については費用進行基準を採用しています。 
 

２ 減価償却の会計処理方法 

 (1) 有形固定資産 

   定額法を採用しています。 

   耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

   なお、リース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法によっています。 

   主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

    建物         ２～４１年 

    構築物        ４～４０年 

    工具器具備品     ２～１５年 

    車両運搬具         ５年 

   また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第84）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除しています。   
 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

   なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基

づいて償却しています。 
 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 賞与引当金の計上基準 

   運営費交付金により財源措置がなされない教職員に対して支給する賞与に充てるため、将

来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しています。 

 (2) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

  役員及び教職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がされるため、退

職給付に係る引当金は計上していません。 

  なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行

政法人会計基準第85第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加

額を計上しています。 
 

４ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  貯蔵品：評価基準 原価法 

      評価方法 最終仕入原価法 

  未成研究支出金：評価基準 原価法 

          評価方法 個別法 
 

５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 (1) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計上

方法 

   静岡県財産規則等に基づき算出しています。 
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 (2) 地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率 

   10年利付国債の平成20年３月末利回りを参考に1.275％で計算しています。 
 

６ リース取引の会計処理 

  リース料総額が300万円以上のファイナンスリース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっています。リース料総額が300万円未満のファイナンスリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 

７ 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 
 

８ 財務諸表及び附属明細書の表示単位 

  利益処分に関する書類（案）を除き、記載金額は千円単位とし、表示単位未満については切

り捨て表示しています。 
 
 
 

Ⅱ 注記 
 

１ 貸借対照表関係 

 (1) 運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額  2,400,507千円 

   （静岡県からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いています｡) 
 

２ キャッシュ・フロー計算書関係 

 (1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

   現金及び預金  1,524,649千円 

   資金期末残高  1,524,649千円 

 (2) 重要な非資金取引の内容 

  ア 現物出資等の受入による固定資産の取得   21,765,236千円 

  イ 無償譲与資産等の受入            2,621,963千円 

  ウ 無償譲与による消耗品等の取得          394,666千円 

  エ ファイナンスリースによる資産の取得         3,564千円 

  オ 現物寄附の受入による資産・消耗品の取得      37,434千円 
 

３ 行政サービス実施コスト計算書関係 

 (1) 引当外退職給付増加見積額の中には、静岡県からの派遣職員に係る 42,207千円が含まれ

ています。 

 (2) 機会費用の内訳 

   設立団体（静岡県）に係る額  300,289千円 
 

４ 重要な債務負担行為 

  該当事項はありません。 
 

５ 重要な後発事象 

  該当事項はありません。 
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附属明細書

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第84　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による
　　損益外減価償却相当額も含む｡)の明細

（単位：千円）

当期償却額

建物 13,367,989 30,000 － 13,397,989 800,184 800,184 12,597,804

計 13,367,989 30,000 － 13,397,989 800,184 800,184 12,597,804

建物 － 21,000 － 21,000 150 150 20,849

構築物 819,741 10,956 － 830,697 67,586 67,586 763,111

工具器具備品 481,873 188,688 － 670,561 155,926 155,926 514,634

図書 1,265,961 28,079 － 1,294,041 － － 1,294,041

車両運搬具 － 3,564 － 3,564 712 712 2,851

計 2,567,576 252,289 － 2,819,865 224,376 224,376 2,595,489

土地 8,395,300 － － 8,395,300 － － 8,395,300

美術品・収蔵品 1,771 － － 1,771 － － 1,771

計 8,397,071 － － 8,397,071 － － 8,397,071

土地 8,395,300 － － 8,395,300 － － 8,395,300

建物 13,367,989 51,000 － 13,418,989 800,334 800,334 12,618,654

構築物 819,741 10,956 － 830,697 67,586 67,586 763,111

工具器具備品 481,873 188,688 － 670,561 155,926 155,926 514,634

図書 1,265,961 28,079 － 1,294,041 － － 1,294,041

美術品・収蔵品 1,771 － － 1,771 － － 1,771

車両運搬具 － 3,564 － 3,564 712 712 2,851

計 24,332,636 282,289 － 24,614,925 1,024,560 1,024,560 23,590,365

ソフトウェア 54,267 13,590 － 67,858 11,975 11,975 55,882

電話加入権 176 － － 176 － － 176

特許権仮勘定 － 2,767 － 2,767 － － 2,767

計 54,443 16,358 － 70,802 11,975 11,975 58,826

長期前払費用 － 125 － 125 － － 125

預託金 119 － 11 107 － － 107

その他(敷金・保証金) － 1,288 396 892 － － 892

計 119 1,414 407 1,126 － － 1,126

（注）　期首残高には、静岡県からの現物出資及び無償譲与の受入額を記載しています。

有形固定資産
(特定償却資産
以外)

無形固定資産

非償却資産

有形固定資産合計

投資その他の資産

差引当期末
残　　　　高

摘要

有形固定資産
(特定償却資産)

減価償却累計額
期末残高当期減少額当期増加額期首残高資産の種類
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（２）　たな卸資産の明細
（単位：千円）

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

貯蔵品（郵券） － 10,177 － 9,319 － 858

貯蔵品（重油） 262 2,496 － 2,113 － 645 注1

未成研究支出金 － 26,471 － － － 26,471 注2

計 262 39,144 － 11,432 － 27,974

（注1）　期首残高には、静岡県からの無償譲与の受入額を記載しています。

（注2）　未成研究支出金には、複数年契約による受託研究費の当期執行分を計上しています。

（３）　有価証券の明細

　（３）－１　流動資産として計上された有価証券
　　　　　　　該当事項はありません。

　（３）－２　投資その他の資産として計上された有価証券
　　　　　　　該当事項はありません。

（４）　長期貸付金の明細
　　　　　　　該当事項はありません。

（５）　長期借入金の明細
　　　　　　　該当事項はありません。

（６）　引当金の明細

　（６）－１　引当金の明細

目的使用 その他

賞与引当金 － 985 － － 985

計 － 985 － － 985

　（６）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細
　　　　　　　該当事項はありません。

（７）　保証債務の明細
　　　　　　　該当事項はありません。

期末残高 摘要区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

摘要期末残高期首残高種類
当期増加額 当期減少額
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（８）　資本金及び資本剰余金の明細
（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

地方公共団体出資金 21,763,289 － － 21,763,289

計 21,763,289 － － 21,763,289

施設費 － 30,000 － 30,000

無償譲与 1,947 － － 1,947

計 1,947 30,000 － 31,947

損益外減価償却累計額 － △800,184 － △800,184

差引計 1,947 △770,184 － △768,236

（注1）　資本金の期首残高は、静岡県からの現物出資によるものです。

（注2）　資本剰余金の期首残高は、静岡県からの無償譲与によるものです。

（注3）　資本剰余金の当期増加額は、静岡県からの補助金により取得した固定資産に係るものです。

（９）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

　（９）－１　積立金の明細
　　　　　　　該当事項はありません。

　（９）－２　目的積立金取崩しの明細
　　　　　　　該当事項はありません。

資本剰余金

区分

資本金
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（10）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

　（10）－１　運営費交付金債務
（単位：千円）

運営費交付金
収　　　　　　益

資 産 見 返
運営費交付金

資本剰余金 小計

平成19年度 － 5,097,000 4,944,753 － － 4,944,753 152,246

計 － 5,097,000 4,944,753 － － 4,944,753 152,246

（注）　期末残高は退職手当執行残額です。

　（10）－２　運営費交付金収益
（単位：千円）

（1１）　地方公共団体等からの財源措置の明細

　（1１）－１　施設費の明細
（単位：千円）

資本剰余金 収益計上 その他

30,000 30,000 － －

30,000 30,000 － －

　（1１）－２　補助金等の明細
（単位：千円）

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

文部科学省
グローバルCOE
プログラム補助金

202,300 － 36,361 － － 165,938

計 202,300 － 36,361 － － 165,938

4,544,652

400,101

4,944,7534,944,753

期間進行基準

費用進行基準

計

4,544,652

400,101

期末残高

区分 平成19年度交付分 合計

当期振替額

交付年度 期首残高
交　付　金
当期交付額

左の会計処理仕訳
摘要

当期振替額

区分 当期交付額 摘要

当期交付額区分

静岡県施設整備費等補助金

計
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（1２）　役員及び教職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人数 支給額 支給人数

常勤 57,202 4 － －

非常勤 4,211 3 － －

計 61,413 7 － －

常勤 3,450,647 411 400,101 34

非常勤 279,452 456 － －

計 3,730,099 867 400,101 34

常勤 3,507,849 415 400,101 34

非常勤 283,663 459 － －

計 3,791,512 874 400,101 34

（注１）　役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要

　　　① 役員報酬

　　　　　役員に対する報酬については、「静岡県公立大学法人役員報酬規則」に基づいています。

　　　② 退職手当

　　　　　役員に対する退職手当については、「静岡県公立大学法人役員退職手当規則」に基づいています。

（注２）　教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要

　　　① 教職員給与

　　　　　教職員に対する給与については、「静岡県公立大学法人職員給与規程」及び「静岡県公立大学

　　　　法人有期雇用職員賃金規程」に基づいています。

　　　② 退職手当

　　　　　教員に対する退職手当については、「静岡県公立大学法人職員退職手当規程」に基づいています。

（注３）　支給人員数は、平成19年４月１日から平成20年３月31日までの間の平均支給人員数等によって

　　　　います。

（注４）　本表の支給額合計には、受託研究費及び受託事業費で支出した人件費は含まれていません。

（注５）　本表の支給額欄には、法定福利費は含まれていません。

（1３）　開示すべきセグメント情報

　　　　当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。

退職給付
区分

教職員

合計

役員

報酬又は給与
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（1４）　業務費及び一般管理費の明細
（単位：千円）

教育経費
消耗品費 60,254
備品費 21,008
印刷製本費 24,518
水道光熱費 107,033
旅費交通費 31,205
通信運搬費 2,592
賃借料 31,419
保守費 8
修繕費 1,289
損害保険料 77
広告宣伝費 460
行事費 1,666
諸会費 2,912
会議費 6
報酬・委託・手数料 170,446
奨学費 49,887
減価償却費 25,570
雑費 26 530,383

研究経費
消耗品費 431,155
備品費 82,281
印刷製本費 13,934
水道光熱費 69,276
旅費交通費 59,639
通信運搬費 5,520
賃借料 12,052
車両燃料費 1
保守費 2,062
修繕費 11,306
損害保険料 270
広告宣伝費 9,133
諸会費 6,478
会議費 3,445
報酬・委託・手数料 75,888
租税公課 10
減価償却費 130,185
文献複写料 300
雑費 663 913,607

教育研究支援経費
消耗品費 3,986
備品費 5,802
印刷製本費 283
水道光熱費 21,114
通信運搬費 330
賃借料 133,583
保守費 9,819
修繕費 192
諸会費 323
報酬・委託・手数料 63,578
減価償却費 8,351
文献複写料 424 247,790
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受託研究費 333,681

受託事業費 9,264

役員人件費
報酬 46,816
賞与 14,597
法定福利費 4,783 66,197

教員人件費
常勤教員給与
給料 2,100,396
賞与 795,908
退職給付費用 400,101
法定福利費 351,834 3,648,241

非常勤教員給与
給料 131,626
賞与 3,399
法定福利費 4,134 139,160 3,787,402

職員人件費
常勤職員給与
給料 418,504
賞与 135,837
法定福利費 56,264 610,606

非常勤職員給与
給料 133,066
賞与 11,359
賞与引当金繰入額 985
法定福利費 13,996 159,408 770,014

一般管理費
消耗品費 58,965
備品費 8,340
印刷製本費 5,890
水道光熱費 137,945
旅費交通費 18,997
通信運搬費 46,485
賃借料 12,286
車両燃料費 716
福利厚生費 8,180
保守費 39,580
修繕費 51,717
損害保険料 5,723
広告宣伝費 12,961
行事費 28
諸会費 4,426
会議費 19
報酬・委託・手数料 410,728
租税公課 567
減価償却費 65,221
雑費 358 889,142
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（1５）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

　①　現金及び預金
（単位：千円）

区分 残高 備考

現金 917

普通預金 1,523,732

計 1,524,649

　②　未払金
（単位：千円）

区分 残高 備考

人件費 367,575

業務費 217,285

一般管理費 175,728

資産 128,553

その他 1,019

計 890,163

　③　資産見返物品受贈額
（単位：千円）

区分 残高 備考

構築物 752,215

工具器具備品 341,740

図書 1,265,961

ソフトウェア 42,870

預託金 107

計 2,402,896
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（1６）　関連公益法人等に関する明細

　（1６）－１　関連公益法人等の概要

法人名 当法人との関係

　（1６）－２　関連公益法人等と静岡県公立大学法人との関連図

　　役員を兼務

　（1６）－３　関連公益法人等の財務状況
（単位：千円）

資産 負債 正味財産 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

無限責任中間法人静岡
県立大学連合学友会

2,097 1,433 663 4,095 3,431 663

　（1６）－４　関連公益法人等の基本財産の状況

　　　　　　　関連公益法人等への基本財産に対する出えん・拠出・寄附等及び運営費・事業費等に充てる
　　　　　　ための会費・負担金はありません。

　（1６）－５　関連公益法人等との取引の状況

　　　　　　　該当事項はありません。

静岡県公立大学法人

無限責任中間法人静岡県立大学連合学友会

業務の概要

当法人は、静岡県立大学（短期大学
部を含む｡)の在学生、卒業生、教職
員及び本学関連諸団体相互の交流・
親睦を図るとともに、静岡県立大学と
連携してその発展を期することを目的
とするとともに、その目的に資するた
め、次の事業を行う。
1 静岡県立大学と会員間及び会員相
互の交流の促進
2 静岡県立大学及び会員の事業につ
いての連携・支援・相互協力
3 静岡県立大学各学部同窓会の活
動支援、及び新たな学部横断的同窓
会の設立支援
4 在学生、教職員及び卒業生に対す
る福利厚生事業
5 その他、本会の目的を達成するた
めに必要な事業

無限責任中間法人静岡
県立大学連合学友会

役員の氏名（平成20年3月31日現在）

代表社員　西垣　克
※静岡県立大学学長

関連公益法
人

社員　園部　尚
※静岡県立大学非常勤職員

社員　遠藤　幸久
※静岡県立大学事務局次長

社員　小田原　章
※静岡県立大学事務局教育研究推進部長

貸借対照表 収支計算書
法人名 備考
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